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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 15,718 18.5 190 △59.6 197 △58.8 △236 ―
20年3月期 13,263 △7.3 470 12.4 478 3.9 295 14.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △47.87 ― △6.6 2.9 1.2
20年3月期 59.47 ― 8.1 7.0 3.6
（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 7,092 3,407 48.0 690.50
20年3月期 6,416 3,740 58.3 754.33
（参考） 自己資本   21年3月期  3,407百万円 20年3月期  3,740百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 36 △260 △239 1,015
20年3月期 281 △10 △64 1,478

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 12.50 12.50 61 21.0 1.7
21年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 24 ― 0.7
22年3月期 
（予想） ― ― ― 10.00 10.00 30.9

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

8,200 18.5 170 105.2 180 111.6 100 172.9 20.27

通期 17,000 8.2 310 62.9 320 62.1 170 ― 34.45



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(注) 詳細は、６ページ「企業集団の状況」を御覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」を御覧ください。 

新規 1社 （社名 株式会社ハブ・ア・グッド ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 5,257,950株 20年3月期 5,257,950株
② 期末自己株式数 21年3月期  323,346株 20年3月期  299,721株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 12,359 △6.8 210 △55.4 221 △53.8 △209 ―
20年3月期 13,263 △7.3 471 11.7 478 3.3 295 13.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △42.23 ―
20年3月期 59.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 6,585 3,465 52.6 702.35
20年3月期 6,447 3,770 58.5 760.48
（参考） 自己資本 21年3月期  6,447百万円 20年3月期  3,770百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお 
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等に 
ついては、３ページ「1.経営成績(４)次期の見通し」を御覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 6,600 19.1 170 85.9 180 90.2 100 99.4 20.27

通期 13,900 12.5 310 47.6 320 44.6 170 ― 34.45



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライム・ローン問題に端を発する世界的な金融危機の深刻化

や、世界景気の一層の下振れ懸念、株式・為替の大幅な変動の影響により急速に悪化しております。その結果、

企業収益は大幅に減少し、併せて雇用情勢も急速に悪化しつつあり、先行き不透明感のなか、個人消費も冷え込

み厳しい状況で推移しました。 

 当社の事業領域である映像ソフト市場は、高画質映像を楽しめるブルーレイ・ディスク・プレイヤーの普及に

よるブルーレイ対応ソフト市場の拡大が期待されましたが、景気悪化の影響を受け、ハードが思うように普及せ

ず、ソフト市場への相乗効果は見られませんでした。 

 音楽映像ソフト市場は、ＣＤ販売市場において30代、40代をターゲットとしたＣＤで一部好調な売れ行きを見

せたものの、着うた、着うたフル等、携帯電話向けを中心に音楽配信市場の拡大の影響を受けたことと、市場を

リードするヒット作が少なく、厳しい状況が続きました。 

  コンシューマーゲーム市場は、ＰＳＰやＤＳ等の携帯型ゲーム機は、それぞれ新たな機能が追加された新モデ

ルが発売されるなど好調に推移しましたが、ＰＳ３の普及が予想を下回り、据置型ゲーム機は苦戦し、市場全体

としては全年を下回りました。 

  このような環境のもと、当社は、音楽ソフト市場におけるシェア拡大を目的として、平成20年７月５日付けで

株式会社音通（証券コード７６４７）が保有する株式会社ハブ・ア・グッドの株式の全部を取得し子会社化いた

しました。しかし、この間の急激な市場環境の悪化の影響に対処すべく、経営効率の向上に取り組んでまいりま

したが、今後の市場動向の見通しから子会社単独では当初見込んでいた利益計画を達成することが難しい状況に

あり、子会社株式の評価を切り下げております。 

② 当期の業績（連結）  

  以上の結果、当社グループの当連結会計年度の連結業績は、子会社の増加に伴い売上高が15,718百万円と前期

比で18.5％増加したものの、株式会社ハブ・ア・グッドに係る販売費及び一般管理費の増加や、のれん償却の発

生などにより、営業利益は前期比59.6減の190万円、経常利益は前期比58.8減の197百万円となり、のれんの一括

償却の計上により、当期純利益は236百万円の損失となりました。  

③ セグメント別の業績（連結）  

［卸売事業］ 

ａ．音楽映像ソフト 

  当部門の売上高は、平成20年７月５日に株式会社ハブ・ア・グッドを子会社化したことに伴い、同社の売上

高が加わったことにより、前期比22.0％増の10,340百万円となりました。 

ｂ．コンシューマーゲーム 

  当部門の売上高は、携帯型ゲーム機のＰＳＰが本体、ソフトともに好調に推移したことと、新規顧客を開拓

したことなどにより、前期比9.4％増の3,554百万円となりました。 

ｃ．関連商品 

  当部門の売上高は、携帯型音楽プレーヤーに代表される、メモリー型音楽プレーヤーやハードディスク内蔵

型ＤＶＤレコーダーの普及により、ＭＤ、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等の録音・録画メディアの需要の減少の影響

を受け、売上高は減少しているものの、株式会社ハブ・ア・グッドの売上高が加わったことにより、前期比

179.1％増の522百万円となりました。 

ｄ．その他 

  当部門の売上高は、ゲームソフトメーカー等の物流受託業務を行なうＴＰＬ事業において、新規受託契約先

を獲得したことによる売上高の増加により、前期比4.4％増の705百万円となりました。 

以上により、卸売事業全体の売上高は、前期比20.2％増の15,122百万円となりました。 

［小売事業］ 

 当部門は、当社直営店においてＣＤの売上高の減少などにより、前期比12.1％減の596百万円となりました。

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度における総資産は、前連結会計年度末に比べ675百万円減少した7,092百万円となりました。増

加の内訳としては資産の部において流動資産が427百万円、固定資産が248百万円それぞれ増加し、負債の部にお

いては流動負債が392百万円、固定負債が615百万円それぞれ増加しております。 

 流動資産においては、㈱ハブ・ア・グッドが新たに連結対象になったことにより、受取手形及び売掛金が537百

万円増加しております。 

 固定資産においては、㈱ハブ・ア・グッドが新たに連結対象になったことにより、敷金及び保証金が171百万円

１．経営成績



増加しております。  

 流動負債においては、㈱ハブ・ア・グッドが新たに連結対象になったことにより、支払手形及び買掛金が666百

万円増加しております。また、短期借入金については、期中返済により300百万円減少しております。 

 固定負債においては、長期借入金が478百万円増加しております。この資金の一部は、㈱ハブ・ア・グッドの株

式取得資金としております。 

   ② キャッシュ・フローの状況  

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は税金等調整前当期純損失

100百万円に対し、のれん償却額331百万円による資金の増加額があったものの、投資活動において、㈱ハブ・

ア・グッドの子会社化に伴う支出額124百万円と財務活動における長期借入金の返済における資金の支出により、

期末残高は前連結会計年度より462百万円減少した1,015百万円となりました。 

        （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は36百万円となり、前連結会計年度と比較し、244百万円の減少となりました。

主な要因は、税金等調整前当期純利益が純損失となったことと、利息及び配当金の受取額が155百万円減少し

たことによります。 

        （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は260百万円となり、前連結会計年度と比較し、249百万円の減少となりました。

主な要因は、貸付金の貸付による支出110百万円と、㈱ハブ・ア・グッドを子会社化するために支出した124百

万円によります。 

        （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は239百万円となり、前連結会計年度と比較し、175百万円の減少となりました。

主な要因は、配当金の支払額61百万円と長期借入金の返済額152百万円によります。 

（参考）キャッシュ・フロー指標の推移 

※ １.各指標は、以下の計算式により算出しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３.キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上さ

れている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。利息の支払については、

営業キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、安定した配当の継続と、事業拡大及び財務体質の強化など将来に備えた内部留保の充実を勘案し、利益配

分を行ってまいります。 

  なお、当期におきましては、連結業績において売上高は増加したものの、㈱ハブ・ア・グッドを子会社化したこと

に伴う販売費及び一般管理費の増加や、のれんの償却額ついて特別損失に一括計上したことにより、当期純利益は損

失となりましたが、安定した配当の継続を維持するため、１株につき5.0円の普通配当とする予定でおります。 次期

につきましては、1株につき10.0円を配当する予定であります。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年3月期 

自己資本比率（％）  49.1  58.3  48.0

時価ベースの自己資本比率（％）  27.8  23.2  12.6

キャッシュ・フロー対有利子負債

比率（％） 
 0.6  1.1  15.7

 インタレスト・カバレッジ・レシ 

 オ（倍） 
 161.9  279.6  3.8



(4）次期の見通し 

  今後につきましては、企業収益は輸出の減少等により引き続き厳しい状況が続き、雇用情勢の悪化等景気の先行き

不透明感により個人消費市場は、さらに厳しい状況で推移することが見込まれます。 

  当社グループの事業領域であるエンタテインメント・ソフト関連市場のうち、映像ソフト市場におきましては、日

本映画がアカデミー賞外国語映画部門賞を受賞するなど、景気が低迷するなか、邦画部門は好調に推移しており、こ

れを受けてＤＶＤレンタル市場も手軽な余暇市場として、堅調な推移が期待されております。 

 音楽ソフト市場におきましては、携帯電話向けを中心とした音楽配信が伸びるなか、ＣＤの主要購買層が10～20代

から30～40代にシフトしており、こうした市場変化への取り組みが求められております。 

  コンシューマーゲーム市場におきましては、据え置き型ゲーム機から携帯型ゲーム機へという流れがさらに進むこ

とが予測され、これに対応した人気ソフトの投入が期待されます。 

  このような環境のもと、音楽映像ソフト部門におきましては、平成２０年７月に株式会社ハブ・ア・グッドを子会

社化したことにより、両社の持つ強みを活かし、レンタル用音楽映像ソフト市場におけるさらなる市場シェアの拡大

を図るとともに、業務効率の向上を推進することにより、収益力の強化に努めてまいります。また、当社が総販売元

となって販売するタイトルを維持・拡大し、競合他社との競争力を高めることでシェア拡大を図るとともに、レンタ

ル用に加え、セル用音楽映像ソフトの卸売にも取り組み、新たな市場の獲得に努めてまいります。 

  以上のことから、当社グループの通期の連結業績の見通しは、売上高17,000百万円(当期比8.2％増)、営業利益310

百万円（当期比62.9%増）、経常利益320百万円（当期比62.1％増）、当期純利益170百万円(当期比－％増)を見込ん

でおります。 

  なお、事業の種類別セグメントの見通しは、次の通りであります。 

① 卸売事業   

  音楽映像ソフトの売上高は、㈱ハブ・ア・グッドを子会社化したことによるシェアの増加に加え、新たな取引先

の獲得に努めることで、11,400百万円(当期比10.2％増)を見込んでおります。 

  コンシューマーゲームの売上高は、携帯型ゲーム機の好調も一段落しましたが、新たに獲得した取引先の売上高

が通年にわたって寄与することにより、3,600百万円(当期比1.3％増)を見込んでおります。 

  関連商品の売上高は、主力商品である録音・録画メディア（オーディオカセット、ビデオカセット、ＭＤ、ＣＤ

－Ｒ）に加え、当期より新たに取り扱うことになったＣＤ、ＤＶＤ等の傷を修復する業務用研磨機等の売上拡大を

目指し、800百万円(当期比53.2％増)を見込んでおります。 

  その他の売上高は、750百万円(当期比6.3％増)を見込んでおります。 

② 小売事業 

  当社小売事業部門におきましては、次年度より当社直営店であるサウンド・ベイ植田店のセグメントを卸売上事

業部門に含めております。同店は卸売上事業におけるアンテナショップ的要素が大きくセグメントの変更を行いま

した。その結果、小売事業部門の売上高の見込みは450百万円(当期比24.5％減)としております。  

  



  当社企業集団(以下、当社グループ)は、当社(株式会社シーエスロジネット)と連結子会社３社の計４社で構成されて

おり、主たる事業は、音楽ソフト（レンタル用ＣＤ）、映像ソフト（ビデオカセット、ＤＶＤ）、家庭用ゲーム機器及

びゲームソフト(以下、コンシューマーゲーム)等の卸売販売を行なう「卸売事業」であります。また、当社の小売事業

部門及び連結子会社の(株)ジェイメックスはＣＤ、コンシューマーゲーム等の販売(「小売事業」)を行なっておりま

す。  

  当社グループの事業区分とそれに係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。  

(注)１．映像ソフトは、主にレンタル用映像ソフトであります。  

２．当社開発商品は、主にレンタル店におけるディスプレイ用品、店頭告知用各種ツール（ＰＯＰ、チラシ、各

種表示ラベル等の印刷物）等であります。  

３．ＴＰＬはゲームソフトメーカー等の物流受託業務、ＯＥＭは音楽映像ソフトをレンタル店向けに管理用バー

コードを貼付する等の加工業務であります。  

事業系統図 

 
  

 （注）１．当社小売事業は、音楽映像ソフトの販売及びレンタル、コンシュマーゲーム等の販売を行っており、当社卸

売事業を経由して仕入れており、販売用音楽ソフトのみ㈱ジェイメックス及び外部卸売業者より仕入れており

ます。 

   

２．企業集団の状況

事業区分 主要商品及び事業内容 主要な会社 

卸売事業 音楽映像ソフト 音楽ソフト（レンタル用ＣＤ） 当社、㈱ハブ・ア・グッド 

映像ソフト（ビデオカセット、ＤＶＤ）(注)１ 当社、㈱ハブ・ア・グッド 

コンシューマーゲーム（家庭用ゲーム機器、ゲームソフト等） 当社 

関連商品（ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等録音・録画用記録メディア、当社開発

商品、備品等）(注)２ 
当社、㈱ハブ・ア・グッド 

その他（ＴＰＬ、ＯＥＭ等）(注)３ 当社 

小売事業 音楽映像ソフトのレンタル及び販売、並びにコンシューマーゲームの販売 当社、㈱ジェイメックス 



(1）会社の経営の基本方針 

  当社は、音楽、映像、ゲーム等のソフトの流通を担うことにより「人々の豊かなエンタテインメント・ライフづく

りに貢献していく」ことを企業理念とし、「顧客満足度の向上を図り、企業を永続的に発展させ、株主や社会に貢献

し、社員の成長と豊かな人生を実現できる企業を目指すこと」を経営理念としております。 

  また、事業領域であるエンタテインメント・ソフト市場において「情報と商品の供給によりお客様を後方支援す

る」という基本方針に基づき、タイムリーな商品供給とより付加価値の高い情報サービスにより、差別化を図り、シ

ェア拡大に努めてまいります。あわせて徹底したローコスト・マネジメントを推進し、売上高営業利益率の向上に努

めてまいります。 

  なお、当社の社名シーエスロジネットは、 Customer  Satisfying  Logistics  Network（お客様に満足していた

だける戦略的物流ネットワーク） を意味しております。  

(2）目標とする経営指標 

  当社は、総資本経常利益率13～15％を目標とする経営指標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

① エンタテインメント・ソフト総合卸売機能の強化  

大型化、複合化した音楽、映像、コンシューマーゲーム等のエンタテインメント・ソフトのレンタル及び販売

店に対し、これらの商品の総合卸売としての機能並びにサービスの向上を推進し、シェア拡大に努めてまいりま

す。 

② 情報サービスの強化 

当社の情報サービス「ＣＳＩ－Ｎｅｔ」をエンタテインメント・ソフト全般の発注参考情報として活用できる

よう機能を強化・充実し、同業他社との差別化を図ることでシェア拡大に努めてまいります。 

③ ＴＰＬの規模拡大 

当社の物流サービスのＴＰＬ（物流の受託業務で、Third  Party  Logisticsの頭文字をとったもの）を現在の

ゲームソフトメーカーに加え、音楽、映像ソフトメーカーの物流受託業務も含め、事業規模の拡大を進めてまい

ります。なお、当期におきましては、新たに映像ソフトメーカーの物流受託業務を開始しており、さらなる事業

の展開を進めてまいります。 

④ 総販事業  

当社と音楽映像ソフトの制作会社と契約により、当社が総販売元となる総販事業を強化し、売上総利益率の向

上に努めてまいります。 

⑤ 市場変化への対応 

当社は、インターネットや携帯電話の普及に伴う、音楽配信、映像配信、ゲーム配信等の事業に取り組み、市

場の変化に対応してまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 音楽映像ソフト部門におきましては、平成２０年７月に株式会社ハブ・ア・グッドを子会社化したことにより、両

社の持つ強みを活かし、レンタル用音楽映像ソフト市場におけるさらなる市場シェアの拡大を図るとともに、業務効

率の向上を推進することにより、収益力の強化に努めてまいります。また、当社が総販売元となって販売するタイト

ルを維持・拡大し、競合他社との競争力を高めることでシェア拡大を図るとともに、レンタル用に加え、セル用音楽

映像ソフトの卸売にも取り組み、新たな市場の獲得に努めてまいります。 

 コンシューマーゲーム部門におきましては、新規顧客の獲得に注力し、売上拡大に努めてまいります。 

その他の部門におきましては、ゲームソフト・メーカーの物流受託を中心に展開しているＴＰＬ事業において、音

楽映像ソフトメーカーを含め新規受託先の契約獲得に努めてまいります。  

  小売事業におきましては、レンタルの営業を行う１店舗を卸売事業部門に移管し、当社のアンテナショップとして

の機能強化に努めてまいります。  

  一方、流通再編に対応するため、事業提携を含めたＭ＆Ａを推進するとともに、新規事業の開発・実現に向けた事

業計画を進めてまいります。 

  あわせて、徹底したローコスト・マネジメントを進めるとともに、内部統制の整備・運用を図り、健全な経営体質

の強化に努めてまいります。  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 

   

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  1,483,543 ※1  1,227,519 

受取手形及び売掛金 1,534,861 2,072,265 

有価証券 137,800 50,250 

たな卸資産 885,376 ※3  1,166,710 

繰延税金資産 66,379 32,629 

その他 58,296 40,950 

貸倒引当金 △9,279 △6,297 

流動資産合計 4,156,978 4,584,027 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  159,768 ※1  162,899 

減価償却累計額 △102,410 △107,397 

建物及び構築物（純額） ※1  57,358 ※1  55,501 

機械装置及び運搬具 34,245 34,495 

減価償却累計額 △14,405 △23,912 

機械装置及び運搬具（純額） 19,840 10,582 

土地 ※1, ※2  408,338 ※1, ※2  408,338 

その他 93,117 122,707 

減価償却累計額 △60,358 △87,001 

その他（純額） 32,759 35,705 

有形固定資産合計 518,296 510,128 

無形固定資産 43,277 112,700 

投資その他の資産   

投資有価証券 578,139 527,992 

長期貸付金 － 111,869 

敷金及び保証金 618,741 788,851 

繰延税金資産 81,013 97,260 

その他 422,451 363,964 

貸倒引当金 △2,054 △4,074 

投資その他の資産合計 1,698,291 1,885,864 

固定資産合計 2,259,865 2,508,693 

資産合計 6,416,844 7,092,721 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  1,699,433 ※1  2,365,659 

短期借入金 ※1  300,000 － 

未払金 75,264 96,057 

未払費用 57,924 60,711 

未払法人税等 150,360 48,990 

賞与引当金 37,474 53,505 

その他 33,020 ※1  121,398 

流動負債合計 2,353,477 2,746,322 

固定負債   

長期借入金 － ※1  478,018 

退職給付引当金 － 34,167 

役員退職慰労引当金 228,316 243,841 

受入保証金 94,922 173,263 

その他 － 9,748 

固定負債合計 323,239 939,038 

負債合計 2,676,716 3,685,361 

純資産の部   

株主資本   

資本金 598,510 598,510 

資本剰余金 545,000 545,000 

利益剰余金 2,894,671 2,595,782 

自己株式 △94,417 △99,628 

株主資本合計 3,943,765 3,639,665 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 38,190 9,521 

土地再評価差額金 ※2  △241,827 ※2  △241,827 

評価・換算差額等合計 △203,637 △232,305 

純資産合計 3,740,127 3,407,360 

負債純資産合計 6,416,844 7,092,721 



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 13,263,669 15,718,365 

売上原価 11,477,395 13,851,863 

売上総利益 1,786,274 1,866,502 

販売費及び一般管理費 ※1  1,315,443 ※1  1,676,208 

営業利益 470,831 190,293 

営業外収益   

受取利息 14,216 11,648 

受取配当金 2,968 3,096 

受取賃貸料 4,031 3,847 

受取手数料 － 3,983 

雑収入 2,809 1,875 

営業外収益合計 24,026 24,450 

営業外費用   

支払利息 961 9,706 

有価証券売却損 13,137 6,020 

雑損失 2,199 1,645 

営業外費用合計 16,298 17,371 

経常利益 478,558 197,372 

特別利益   

受取配当金 35,529 － 

退職給付制度改定益 41,440 － 

貸倒引当金戻入額 － 3,191 

その他 3,411 － 

特別利益合計 80,380 3,191 

特別損失   

投資有価証券評価損 16,648 26,983 

のれん償却額 － ※2  272,798 

その他 550 1,259 

特別損失合計 17,198 301,041 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

541,740 △100,477 

法人税、住民税及び事業税 246,724 58,313 

法人税等調整額 △178 78,119 

法人税等合計 246,546 136,433 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,194 △236,910 



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 598,510 598,510 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 598,510 598,510 

資本剰余金   

前期末残高 545,000 545,000 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 545,000 545,000 

利益剰余金   

前期末残高 2,661,554 2,894,671 

当期変動額   

剰余金の配当 △62,077 △61,977 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,194 △236,910 

当期変動額合計 233,116 △298,888 

当期末残高 2,894,671 2,595,782 

自己株式   

前期末残高 △91,680 △94,417 

当期変動額   

自己株式の取得 △2,737 △5,328 

自己株式の処分 － 117 

当期変動額合計 △2,737 △5,211 

当期末残高 △94,417 △99,628 

株主資本合計   

前期末残高 3,713,385 3,943,765 

当期変動額   

剰余金の配当 △62,077 △61,977 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,194 △236,910 

自己株式の取得 △2,737 △5,328 

自己株式の処分 － 117 

当期変動額合計 230,379 △304,099 

当期末残高 3,943,765 3,639,665 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 108,074 38,190 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △69,884 △28,668 

当期変動額合計 △69,884 △28,668 

当期末残高 38,190 9,521 

土地再評価差額金   

前期末残高 △241,827 △241,827 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 △241,827 △241,827 

純資産合計   

前期末残高 3,579,632 3,740,127 

当期変動額   

剰余金の配当 △62,077 △61,977 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,194 △236,910 

自己株式の取得 △2,737 △5,328 

自己株式の処分 － 117 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △69,884 △28,668 

当期変動額合計 160,495 △332,767 

当期末残高 3,740,127 3,407,360 



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

541,740 △100,477 

減価償却費 30,404 43,891 

のれん償却額 － 331,439 

投資有価証券売却損益（△は益） 16,648 26,983 

会員権売却損益（△は益） 400 － 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △41,440 3,784 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,296 15,524 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,952 △16,395 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △105 △3,590 

受取利息及び受取配当金 △52,714 △14,744 

支払利息 961 9,706 

為替差損益（△は益） 1,319 △1,331 

有価証券売却損益（△は益） 13,137 6,020 

固定資産売却損益（△は益） △3,411 － 

固定資産除却損 150 1,259 

売上債権の増減額（△は増加） 137,764 △23,107 

たな卸資産の増減額（△は増加） 745,967 △75,090 

その他の資産の増減額（△は増加） △23,629 147,171 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 1,979 786 

仕入債務の増減額（△は減少） △989,177 △130,583 

未払消費税等の増減額（△は減少） 22,139 △11,963 

その他の負債の増減額（△は減少） △8,034 △31,325 

預り保証金の増減額（△は減少） △25,029 5,200 

差入保証金の増減額（△は増加） △3,825 41,914 

小計 381,496 225,072 

利息及び配当金の受取額 169,143 13,393 

利息の支払額 △1,007 △9,600 

法人税等の支払額 △268,055 △192,064 

営業活動によるキャッシュ・フロー 281,577 36,801 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △39,611 △11,010 

定期預金の払戻による収入 9,600 100,000 

有価証券の取得による支出 － △99,798 

有価証券の売却による収入 － 99,798 

有形固定資産の取得による支出 △23,708 △18,737 

有形固定資産の売却による収入 4,609 － 

長期前払費用の取得による支出 △9,552 △10,221 

無形固定資産の取得による支出 △10,930 △26,279 

投資有価証券の取得による支出 △398,964 △125,381 

投資有価証券の売却による収入 484,789 94,388 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 － ※2  △124,491 

貸付けによる支出 △380 △110,280 

貸付金の回収による収入 840 940 

敷金の回収による収入 2,045 3,015 

敷金の差入による支出 △455 △1,499 

投資その他の資産の増減額（△は増加） △29,254 △31,166 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,972 △260,724 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △620,000 

長期借入れによる収入 － 600,000 

長期借入金の返済による支出 － △152,605 

自己株式の取得による支出 △2,737 △5,328 

自己株式の売却による収入 － 117 

配当金の支払額 △61,920 △61,976 

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,657 △239,792 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,319 1,331 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 204,628 △462,384 

現金及び現金同等物の期首残高 1,273,556 ※1  1,478,185 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,478,185 ※1  1,015,800 



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数は、次の２社であり
ます。 

   ㈱ジェイメックス 
   リングフリージャパン㈱ 

(1）連結子会社の数は、次の３社であり
ます。 
  ㈱ジェイメックス 
  リングフリージャパン㈱ 
  ㈱ハブ・ア・グッド 
    ㈱ハブ・ア・グッドについては、全 
 株式を取得したため、当連結会計年度 
 より連結の範囲に含めております。  

  (2）非連結子会社はありません。 (2）      同左 

２．持分法の適用に関する事項 (1）当社は、持分法を適用した非連結子
会社はありません。 

(1）      同左 

  (2）持分法を適用しない非連結子会社は
ありません。 

(2）       同左 

３．連結子会社の事業年度等に
関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結
決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 
(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ．有価証券 
その他有価証券 

イ．有価証券 
その他有価証券 

時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定） 

時価のあるもの 
同左 

  時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

  ロ．たな卸資産 
商品 

ロ．たな卸資産 
商品 

  店舗 
中古品 
  個別法による原価法 
  
  
上記以外 
  移動平均法による原価法 

店舗 
中古品 

    個別法による原価法(貸借対照表  
       価額は収益性の低下に基づく簿価  
       切下げの方法により算定) 

上記以外 
    移動平均法による原価法(貸借対  
   照表価額は収益性の低下に基づく 
   簿価切下げの方法により算定) 

  店舗以外 
賃貸用商品 
  個別法による原価法 
 見積回収期間（１年）における
見積収益に基づく償却額と見積回
収期間(１年）における定率法によ
る償却額のいずれか大きい金額を
償却しております。 
上記以外 
  移動平均法による原価法 

店舗以外 
賃貸用商品 
  個別法による原価法(貸借対   

   照表価額は収益性の低下に基づく 
   簿価切下げの方法により算定) 
     見積回収期間（１年）における 

      見積収益に基づく償却額と見積回 
      収期間(１年）における定率法によ 
      る償却額のいずれか大きい金額を 
      償却しております。 

上記以外 
     主として移動平均法による原価 
       法(貸借対照表価額は収益性の低下 
    に基づく簿価切下げの方法により 
       算定) 

  貯蔵品 

  最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法（但し、平成11年４月１日以

降に取得した建物（付属設備を除く）

については、定額法）を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については３年間で均等償

却する方法によっております。 

建物及び構築物 ８～45年

機械装置及び運搬具 ２～10年

イ．有形固定資産(リース資産除く) 

 同左 

 (会計方針の変更) 

当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。 

これによる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。 

     ───────── 

 (追加情報) 

当社及び連結子会社は、法人税法改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５%に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５%相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

これによる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。 

     ───────── 

  ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

ロ．無形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  ハ．長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

ハ．長期前払費用 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

ロ．賞与引当金 

同左 

  ハ．   ───────── 

  

  

ハ．退職給付引当金  

一部の連結子会社における従業員の

退職給付に備えるため当連結会計年度

末における退職給付債務（自己都合要

支給額）の見込額に基づき計上してお

ります。  

  ニ．役員退職慰労引当金 

当社において、役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。  

ニ．役員退職慰労引当金  

当社及び一部の子会社において、役

員の退職慰労金の支出に充てるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。  

(4)重要なリース取引の処理

方法  

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

     ───────── 

  

(5)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。  

イ．消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

─────────  のれんの償却につきましては、のれん

の効果の発現する期間を合理的に見積

り、計上後20年以内の期間において均等

償却しております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

        ───────── 

  

  

  

  

  

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「支払保証

料」(当期780千円)は営業外費用の総額の100分の10以下と

なったため、「雑損失」に含めて表示することとなりまし

た。  

  前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて

表示しておりました「受取配当金」は営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「受取配当金」の金額は

2,494千円であります。 

 (連結貸借対照表) 

  前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」 

に含めて表示しておりました「長期貸付金」は資産の総 

額の100の1を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「長期貸付金」の金額 

は2,809千円であります。  

（連結損益計算書）  

  前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて

表示しておりました「受取手数料」は営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「受取手数料」の金額は 

2,066千円であります。 

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

    該当事項ありません。       該当事項ありません。 



注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

現金及び預金 50,859千円 

建物及び構築物 33,530千円 

土地 365,659千円 

合計 450,049千円 

現金及び預金    168,169千円 

建物及び構築物     31,143千円 

土地     365,659千円 

合計     564,972千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

支払手形及び買掛金 175,623千円 

短期借入金 150,000千円 

合計 325,623千円 

支払手形及び買掛金     326,038千円 

長期借入金     150,000千円 

(一年内返済予定長期借

入金含む) 

      

合計     476,038千円 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に、合理的な調整を行って評価額を算

定しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に、合理的な調整を行って評価額を算

定しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

97,712千円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

73,574千円

※３．      ──────── ※３．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

      商品及び製品  1,165,387千円 

      原材料及び貯蔵品  1,322千円  



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

  は次のとおりであります。 

   

  

※２      ───────── 

 役員報酬  121,440  千円 

 給与・手当  427,943  千円 

 賞与引当金繰入額  36,662  千円 

 役員退職慰労引当金

繰入額 
 14,630  千円 

 退職給付費用 6,985  千円 

 貸倒引当金繰入額 2,452  千円 

 荷造運搬費 132,163  千円 

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額 

  は次のとおりであります。 

   

  

  ※２.「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務 

  指針」(日本公認会計士協会 平成19年３月29日会計 

  制度委員会報告第７号)第32項の規定に基づき、連結 

  子会社株式の減損処理に伴って、のれんを一括償却 

  したものであります。  

 給与・手当 531,334   千円 

 賞与引当金繰入額 52,321   千円 

 役員退職慰労引当金

繰入額 
15,974   千円 

 退職給付費用 11,830   千円 

 荷造運搬費 183,649   千円 

      

      



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   (注)普通株式の自己株式の株式数の増加8千株は、会社法第165条第２項の規定に基づく市場買付によ    

    る増加であります。 

  

     ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

            該当事項ありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,257  －  －  5,257

合計  5,257  －  －  5,257

自己株式         

普通株式  291  8  －  299

合計  291  8  －  299

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月27日 

定時株主総会 
普通株式  62,077  12.50 平成19年3月31日 平成19年6月28日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年6月25日 

定時株主総会 
普通株式  61,977  利益剰余金  12.50 平成20年3月31日 平成20年6月26日 



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   (注)１.普通株式の自己株式の株式数の増加24千株は、会社法第165条第２項の規定に基づく市場買付によ    

    る増加であります。 

     ２.普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  

  

     ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

            該当事項ありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式     5,257     －     －     5,257 

合計     5,257     －     －     5,257 

自己株式         

普通株式     299     24     0     323 

合計     299     24     0     323 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年6月25日 

定時株主総会 
普通株式     61,977     12.5 平成20年3月31日 平成20年6月26日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年6月25日 

定時株主総会 
普通株式     24,673  利益剰余金     5.0 平成21年3月31日 平成21年6月26日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

  

（平成20年３月31日現在）

  千円

現金及び預金勘定 1,483,543

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △143,159

ＭＲＦ・ＣＲＦ 137,800

現金及び現金同等物 1,478,185

  

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

  

  

（平成21年３月31日現在）

  千円

現金及び預金勘定     1,227,519

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     △261,969

ＭＲＦ・ＣＲＦ     50,250

現金及び現金同等物     1,015,800

 株式の取得により新たに株式会社ハブ・ア・グッ

ドが連結子会社になったことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに当該子会社株式の取得価額

と当該子会社株式の取得による支出(純額)との関係

は次のとおりであります。  

  千円

流動資産   1,174,596

固定資産   291,898

のれん  320,939

流動負債   △1,247,786

固定負債   △226,851

当該子会社株式の取得価額   312,796

当該子会社の現金及び現金同等物  △188,304

当該子会社株式の取得による支出  124,491



（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権 

移転外ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

(有形固定資産)       

その他  19,797  13,622  6,175

(無形固定資産)  14,307  8,009  6,298

合計  34,104  21,631  12,473

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

(有形固定資産)       

その他     43,717     38,106     5,611 

(無形固定資産)     19,237     16,142     3,095 

合計     62,955     54,248     8,706 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,668千円 

１年超 6,046千円 

合計 12,715千円 

１年内     7,406千円 

１年超     1,466千円 

合計     8,872千円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 9,203千円 

減価償却費相当額 8,884千円 

支払利息相当額 292千円 

支払リース料     11,842千円 

減価償却費相当額     11,165千円 

支払利息相当額     296千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 (減損損失について） 

同左 



有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

        ２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

（有価証券関係）

  種類 

前連結会計年度（平成20年３月31日現在） 当連結会計年度（平成21年３月31日現在） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式  48,421  161,487  113,066     24,930     77,551     52,621 

(2）債券             

① 国債・地方債等  －  －  －     －     －     － 

② 社債  －  －  －     －     －     － 

③ その他  －  －  －     －     －     － 

(3）その他  －  －  －     73,089     83,727     10,637 

小計  48,421  161,487  113,066     98,019     161,278     63,259 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式  101,508  84,662  △16,846     98,277     81,245     △17,032

(2）債券             

① 国債・地方債等  －  －  －     －     －     － 

② 社債  209,300  185,080  △24,220     172,464     142,513    △29,951

③ その他  －  －  －     －     －     － 

(3）その他  －  －  －     －     －     － 

小計  310,809  269,743  △41,066     270,742     223,758      △46,983

合計  359,230  431,230  72,000     368,762     385,037     16,275 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

 484,789  4,257  17,395    194,186     1,436     7,457 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

    前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

      余資運用のため一部定期性預金において複合金融商品を利用しておりますが、これ以外のデリバティブ取引 

  は行っておりません。なお、当該定期性預金については組込みデリバティブのリスクが現物の金融資産に及ぶ 

  可能性はありません。 

    当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

      該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

① 非上場株式  146,908     142,955 

② ＭＭＦ・ＭＲＦ・ＣＲＦ  137,800     50,250 

合計  284,709     193,205 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

① 債券                 

国債・地方債等  －  －  －  －     －     －     －     － 

社債  －  17,234  117,790  50,055     －     14,332     106,786     21,395 

その他  －  －  －  －     －     －     －     － 

② その他  －  －  －  －     －     －     －     － 

合計  －  17,234  117,790  50,055     －     14,332     106,786     21,395 

（デリバティブ取引関係）



    前連結会計年度  （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

    １．採用している退職給付制度の概要 

      当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成19年４月に退職一時金制度および適格退職年金について退職一 

    時金制度および確定拠出年金制度へ移行しております。また従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合   

        があります。 

    ２．退職給付債務に関する事項 

      該当事項はありません。 

    ３．退職給付費用に関する事項 

  

    当連結会計年度  （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

    １．採用している退職給付制度の概要 

      当社において、退職一時金制度および確定拠出年金制度を設けております。また、子会社のうち一社におい 

     て、退職一時金制度を設けております。 

    ２．退職給付債務に関する事項 

   

    ３．退職給付費用に関する事項 

      

     (注)  一部の連結子会社は簡便法を採用しており、退職給付費用は①勤務費用に計上しております。  

        該当事項はありません。 

  

（退職給付関係）

  （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

① 勤務費用  266

② 確定拠出年金への掛金支払額  6,719

③ 退職給付費用（①＋②）  6,985

④ 退職金制度変更に伴う損益  △41,440

⑤ 計  △34,454

  （単位：千円）

  
当連結会計年度 

 (平成21年３月31日現在） 

① 退職給付債務  △34,167

② 年金資産 －                 

③ 未積立退職給付債務(①+②)                  △34,167

④ 会計基準変更時差異の未処理額 －                 

⑤ 連結貸借対照表計上額(純額)  △34,167

⑥ 前払年金費用  － 

⑦ 退職給付引当金                  △34,167

  （単位：千円）

  
当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

① 勤務費用     4,919 

② 確定拠出年金への掛金支払額     6,911 

③ 退職給付費用（①＋②）    11,830 

（ストック・オプション等関係）



（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 千円

税務上の繰越欠損金 40,567

未払事業税 10,478

退職給付引当金否認 －

役員退職慰労引当金否認 92,605

商品評価減否認 36,727

会員権評価減否認 5,493

賞与引当金否認 15,199

その他有価証券評価差額金 19,799

投資有価証券評価減否認 43,450

その他 9,307

繰延税金資産小計 273,628

評価性引当額 △80,376

繰延税金資産合計 193,252

繰延税金資産 千円

税務上の繰越欠損金     54,207

未払事業税     3,274

退職給付引当金否認     14,187

役員退職慰労引当金否認     99,102

たな卸商品評価減否認     7,567

会員権評価減否認     5,493

賞与引当金否認     21,942

その他有価証券評価差額金     19,160

投資有価証券評価損否認     43,675

関係会社株式評価損否認     126,870

その他    11,098

繰延税金資産小計    406,578

評価性引当額 △251,042

繰延税金資産合計     155,536

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 45,859

特別償却準備金 －

繰延税金負債合計 45,859

繰延税金資産の純額 147,392

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金     25,646

繰延税金負債合計     25,646

繰延税金資産の純額     129,890

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

  千円

流動資産－繰延税金資産 66,379

固定資産－繰延税金資産 81,013

  千円

流動資産－繰延税金資産     32,629

固定資産－繰延税金資産     97,260

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因の主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因の主な項目別内訳 

  ％

法定実効税率 40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.1

留保金課税等 2.0

住民税均等割等 1.7

投資有価証券評価減等税効果未認識額 1.2

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5

  

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載 

しておりません。  

  



 前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）の事業の種類別セグメントは、次のとお

りであります。 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の種類・性質及び市場の類似性を考慮に区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、294,826千円であり、その主な

ものは、当社の総務部門等管理部門に係る支出であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,739,331千円であり、その主なものは、当

社における余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び総務・経理部門等の管理

部門に係る資産であります。 

５．長期前払費用に係る資本的支出と減価償却費が含まれております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
卸売事業 
（千円） 

小売事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全

社 
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  12,585,239  678,430  13,263,669  －  13,263,669

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  563  563 (563)  －

計  12,585,239  678,994  13,264,233 (563)  13,263,669

営業費用  11,849,379  649,196  12,498,575  294,263  12,792,838

営業利益  735,860  29,797  765,657 (294,826)  470,831

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支

出 
          

資産  4,260,735  416,777  4,677,512  1,739,331  6,416,844

減価償却費  22,657  1,911  24,569  5,835  30,404

資本的支出  26,862  601  27,464  30,167  57,631

事業区分 主要商品 

卸売事業 

レンタル用ＣＤ、ビデオソフト（ビデオカセット、ＤＶＤ）、コンシューマーゲーム

（家庭用ゲーム機器、ゲームソフト等）、関連商品（ブランクテープ、ＭＤ、当社開発

商品、備品等）、その他 

小売事業 
ＣＤ、ビデオソフト等のレンタル及び販売、並びにコンシューマーゲーム、ＤＶＤビデ

オソフトの販売、書籍の販売 



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）の事業の種類別セグメントは、次のとお  

りであります。 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の種類・性質及び市場の類似性を考慮に区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、316,689千円であり、その主な

ものは、当社の総務部門等管理部門に係る支出であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,612,386千円であり、その主なものは、当

社における余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び総務・経理部門等の管理

部門に係る資産であります。 

５．長期前払費用に係る資本的支出と減価償却費が含まれております。 

 前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 

至平成21年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため

該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 

至平成21年３月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
卸売事業 
（千円） 

小売事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全

社 
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 15,122,242       596,122 15,718,365 －      15,718,365

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
      －      294       294 (294)     － 

計    15,122,242     596,417   15,718,660 (294)  15,718,365

営業費用    14,625,681     585,995   15,211,676   316,394      15,528,071

営業利益     496,561     10,421     506,983 (316,689)       190,293

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支

出 
          

資産     5,077,830     402,504     5,480,335    1,612,386     7,092,721 

減価償却費     360,556     1,656    362,213     12,901     375,114 

資本的支出    439,042     －     439,042     9,107     448,150 

事業区分 主要商品 

卸売事業 

レンタル用ＣＤ、ビデオソフト（ビデオカセット、ＤＶＤ）、コンシューマーゲーム

（家庭用ゲーム機器、ゲームソフト等）、関連商品（ブランクテープ、ＭＤ、当社開発

商品、備品等）、その他 

小売事業 
ＣＤ、ビデオソフト等のレンタル及び販売、並びにコンシューマーゲーム、ＤＶＤビデ

オソフトの販売、書籍の販売 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）当社の仕入債務に対して、代表取締役社長金岡正光より債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは担

保極度額を78,000千円とし、年率1.0％の保証料を支払っております。 

  

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

役員及び個人主要株主(個人の場合に限る。)等 

 （注）当社の仕入債務に対して、代表取締役社長金岡正光より債務保証を受けております。なお、保証料の支払いは担

   保極度額を78,000千円とし、年率1.0％の保証料を支払っております。 

  

（関連当事者情報）

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 
(千円) 科目 期末残高 

（千円） 役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員及び個

人主要株主 
金岡正光  －  －

当社代表 

取締役社

長 

直接 

 34.2
 －  －

仕入債務の被

保証 

（注） 

 191,635  －  －

仕入債務の被

保証に対する

保証料の支払

い 

（注） 

 780  －  －

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

 関連当事者 

 との関係 
取引の内容 取引金額 

(千円) 科目 期末残高 
（千円） 

役員及び個

人主要株主 
金岡正光  －  －

当社代表 

取締役社

長 

直接 

34.3 

 仕入債務の被 

 保証 

仕入債務の被

保証 

（注） 

292,021  －  －

 仕入債務の被 

 保証に対する 

 保証料の支払 

 い  

仕入債務の被

保証に対する

保証料の支払

い 

（注） 

 780  －  －



 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 754円33銭 

１株当たり当期純利益  59円47銭 

１株当たり純資産額   690円50銭 

１株当たり当期純損失    47円87銭 

   なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい 

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい 

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益又は当期純損失(△)（千円）  295,194       △236,910

普通株主に帰属しない金額（千円）  －     － 

普通株式に係る当期純利益（千円）  295,194       △236,910

期中平均株式数（千株）  4,964     4,949 

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

       ─────────        ───────── 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  1,376,059 ※1  1,020,509 

売掛金 1,534,861 ※3  1,726,861 

有価証券 137,698 72 

たな卸資産 － ※5  1,044,323 

商品 884,492 － 

貯蔵品 724 － 

前払費用 10,659 11,936 

繰延税金資産 66,379 32,647 

その他 39,378 19,278 

貸倒引当金 △9,279 △5,641 

流動資産合計 4,040,974 3,849,988 

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  153,482 ※1  156,036 

減価償却累計額 △96,696 △101,571 

建物（純額） ※1  56,786 ※1  54,465 

構築物 6,285 6,285 

減価償却累計額 △5,713 △5,801 

構築物（純額） 571 483 

機械及び装置 13,674 13,674 

減価償却累計額 △9,461 △10,589 

機械及び装置（純額） 4,212 3,084 

車両運搬具 20,571 20,821 

減価償却累計額 △4,943 △13,323 

車両運搬具（純額） 15,628 7,498 

工具、器具及び備品 91,924 100,999 

減価償却累計額 △59,214 △70,267 

工具、器具及び備品（純額） 32,709 30,732 

土地 ※1, ※2  408,338 ※1, ※2  408,338 

有形固定資産合計 518,246 504,602 

無形固定資産   

ソフトウエア 24,769 37,116 

電話加入権 11,659 11,659 

その他 6,497 17,897 

無形固定資産合計 42,926 66,673 



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

長期預金 100,000 － 

投資有価証券 578,139 527,935 

関係会社株式 185,000 185,000 

出資金 397 397 

長期貸付金 1,900 111,300 

役員、従業員長期貸付金 909 569 

関係会社長期貸付金 － 330,000 

破産更生債権等 2,110 1,324 

長期前払費用 65,900 75,962 

繰延税金資産 81,013 97,644 

敷金及び保証金 581,365 555,092 

保険積立金 241,168 272,508 

その他 9,065 9,065 

貸倒引当金 △2,054 △2,392 

投資その他の資産合計 1,844,915 2,164,408 

固定資産合計 2,406,087 2,735,684 

資産合計 6,447,062 6,585,672 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1, ※3  1,699,514 ※1, ※3  2,004,692 

短期借入金 ※1  300,000 － 

未払金 75,247 84,717 

未払費用 57,924 63,586 

未払法人税等 150,000 38,000 

前受金 4,431 163 

預り金 5,179 5,262 

前受収益 157 290 

賞与引当金 37,474 36,789 

その他 23,251 ※1  86,106 

流動負債合計 2,353,181 2,319,609 

固定負債   

長期借入金 － ※1  450,018 

役員退職慰労引当金 228,316 243,057 

受入保証金 94,922 106,972 

その他 － 207 

固定負債合計 323,239 800,256 

負債合計 2,676,420 3,119,865 



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 598,510 598,510 

資本剰余金   

資本準備金 544,864 544,864 

その他資本剰余金 135 135 

資本剰余金合計 545,000 545,000 

利益剰余金   

利益準備金 37,331 37,331 

その他利益剰余金   

別途積立金 2,540,000 2,740,000 

繰越利益剰余金 347,854 △123,135 

利益剰余金合計 2,925,185 2,654,196 

自己株式 △94,417 △99,628 

株主資本合計 3,974,279 3,698,079 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 38,190 9,555 

土地再評価差額金 ※2  △241,827 ※2  △241,827 

評価・換算差額等合計 △203,637 △232,272 

純資産合計 3,770,642 3,465,806 

負債純資産合計 6,447,062 6,585,672 



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 13,263,669 ※1  12,359,618 

売上原価   

商品期首たな卸高 1,630,603 884,492 

当期商品仕入高 10,735,219 ※1  11,006,282 

合計 12,365,823 11,890,774 

商品期末たな卸高 884,492 1,043,362 

差引 11,481,331 10,847,411 

他勘定振替高 ※2  3,843 ※2  5,035 

商品売上原価 11,477,487 10,842,376 

売上総利益 1,786,181 1,517,242 

販売費及び一般管理費 ※3  1,315,059 ※3  1,307,218 

営業利益 471,122 210,024 

営業外収益   

受取利息 6,306 ※1  10,276 

有価証券利息 7,486 3,875 

受取配当金 2,968 3,094 

受取賃貸料 4,031 4,072 

受取手数料 － 3,968 

雑収入 2,809 1,484 

営業外収益合計 23,602 26,772 

営業外費用   

支払利息 961 8,466 

有価証券売却損 13,137 6,020 

雑損失 2,199 1,058 

営業外費用合計 16,298 15,545 

経常利益 478,426 221,251 

特別利益   

受取配当金 35,529 － 

退職給付制度改定益 41,440 － 

貸倒引当金戻入額 － 2,901 

その他 3,411 － 

特別利益合計 80,380 2,901 

特別損失   

投資有価証券評価損 16,648 26,983 

関係会社株式評価損 － 312,796 

その他 550 47 

特別損失合計 17,198 339,827 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 541,608 △115,674 

法人税、住民税及び事業税 246,353 56,677 

法人税等調整額 △178 36,659 

法人税等合計 246,175 93,337 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,432 △209,011 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 598,510 598,510 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 598,510 598,510 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 544,864 544,864 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 544,864 544,864 

その他資本剰余金   

前期末残高 135 135 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 135 135 

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 37,331 37,331 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 37,331 37,331 

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 56 － 

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △56 － 

当期変動額合計 △56 － 

当期末残高 － － 

別途積立金   

前期末残高 2,340,000 2,540,000 

当期変動額   

別途積立金の積立 200,000 200,000 

当期変動額合計 200,000 200,000 

当期末残高 2,540,000 2,740,000 

繰越利益剰余金   

前期末残高 314,443 347,854 

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 56 － 

別途積立金の積立 △200,000 △200,000 

剰余金の配当 △62,077 △61,977 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,432 △209,011 

当期変動額合計 33,410 △470,989 

当期末残高 347,854 △123,135 



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △91,680 △94,417 

当期変動額   

自己株式の取得 △2,737 △5,328 

自己株式の処分 － 117 

当期変動額合計 △2,737 △5,211 

当期末残高 △94,417 △99,628 

株主資本合計   

前期末残高 3,743,661 3,974,279 

当期変動額   

剰余金の配当 △62,077 △61,977 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,432 △209,011 

自己株式の取得 △2,737 △5,328 

自己株式の処分 － 117 

当期変動額合計 230,617 △276,200 

当期末残高 3,974,279 3,698,079 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 108,074 38,190 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △69,884 △28,634 

当期変動額合計 △69,884 △28,634 

当期末残高 38,190 9,555 

土地再評価差額金   

前期末残高 △241,827 △241,827 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 △241,827 △241,827 

純資産合計   

前期末残高 3,609,908 3,770,642 

当期変動額   

剰余金の配当 △62,077 △61,977 

当期純利益又は当期純損失（△） 295,432 △209,011 

自己株式の取得 △2,737 △5,328 

自己株式の処分 － 117 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △69,884 △28,634 

当期変動額合計 160,733 △304,835 

当期末残高 3,770,642 3,465,806 



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）  

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1）商品 

① 店舗 

中古品 

個別法による原価法 

(1）商品 

① 店舗 

中古品 

        個別法による原価法(貸借対照表  

       価額は収益性の低下に基づく簿価  

       切下げの方法により算定) 

上記以外 

移動平均法による原価法 

上記以外 

移動平均法による原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿 

価切下げの方法により算定)  

  ② 店舗以外 

賃貸用商品 

個別法による原価法 

見積回収期間(１年)における見積

収益に基づく償却額と見積回収期

間（１年）における定率法による

償却額のいずれか大きい金額を償

却しております。 

  

  

 上記以外 

 移動平均法による原価法 

② 店舗以外 

賃貸用商品 

個別法による原価法(貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定) 

  見積回収期間(１年)における見

積収益に基づく償却額と見積回収

期間（１年）における定率法によ

る償却額のいずれか大きい金額を

償却しております。 

   上記以外 

       移動平均法による原価法(貸借対  

   照表価額は収益性の低下に基づく 

   簿価切下げの方法により算定) 

  (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法（但し、平成11年４月１日以

降に取得した建物（付属設備を除く）

については、定額法）を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  

  

  

  

  

  建物 ８～45年

車両運搬具 ３～５年

工具器具備品 ５～10年

  

   また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については３年間で均等償

却する方法によっております。 

  



項目 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

   (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有
形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

これによる当事業年度の損益に与える影

響は軽微であります。 

         ──────── 

   (追加情報) 

法人税法改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５%に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額の５%相

当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上
しております。 

これによる当事業年度の損益に与える影

響は軽微であります。 

         ──────── 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産(リース資産除く) 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に充てるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

          ────────   

６．その他財務諸表作成のため
の重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 
同左 



重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(損益計算書) 

 前期まで区分掲記しておりました「支払保証料」(当期

780千円)は営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、「雑損失」に含めて表示することとなりました。  

  

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ました「受取利息」は営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「受取利息」の金額は4,061千円で

あります。 

  

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ました「受取配当金」は営業外収益の総額の100分の10を

超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「受取配当金」の金額は2,494千円

であります。 

  

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ました「受取賃貸料」は営業外収益の総額の100分の10を

超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「受取賃貸料」の金額は3,961千円

であります。 

(損益計算書) 

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており 

 ました「受取手数料」は営業外収益の総額の100分の10を 

 超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「受取手数料」の金額は 

 2,066千円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

追加情報

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   該当事項はありません。     該当事項はありません。 



注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 

現金及び預金 50,859千円 

建物 33,530千円 

土地 365,659千円 

合計 450,049千円 

現金及び預金   60,369千円 

建物    31,143千円 

土地   365,659千円 

合計   447,672千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

買掛金 175,623千円 

短期借入金 150,000千円 

合計 325,623千円 

買掛金   285,388千円 

長期借入金   150,000千円 

(一年以内返済予定長期借入

金を含む) 

    

合計   435,388千円 

※２．事業用土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

※２．事業用土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に、合理的な調整を行って評価額を算

定しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に、合理的な調整を行って評価額を算

定しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額 

97,712千円 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額 

    73,574千円 

※３．関係会社項目 

 関係会社に対する負債には区分掲記されたもののほ

か次のものがあります。 

※３．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

流動負債     

買掛金 120千円 

  

流動資産     

売掛金   14,182千円 

流動負債       

買掛金    12,366千円 

 ４．保証債務 

 下記の会社の仕入債務に対して次のとおり、保証を

行っております。 

㈱ジェイメックス 12千円(仕入債務) 

 ４．保証債務 

 下記の会社の仕入債務に対して次のとおり、保証を

行っております。 

㈱ジェイメックス     7千円(仕入債務) 

 ㈱ハブ・ア・グッド  213,266千円(仕入債務) 

 ㈱ハブ・ア・グッド  42,000千円(借入債務) 

※５．     ──────── 

  

   

※５．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。  

    商品及び製品   1,043,362 千円 

    原材料及び貯蔵品 960 千円 



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．      ──────── ※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

        関係会社への売上高  46,035千円 

     関係会社への受取利息  4,759千円 

     関係会社への仕入高  75,334千円 

※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  

※３.販売費に属する費用のおおよその割合は17.3%、 

  一般管理費に属する費用のおおよその割合は82.7%で 

  あります。  

  主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

消耗品費 1,874千円 

広告宣伝費 150千円 

その他 1,817千円 

合計 3,843千円 

 荷造運搬費 132,163   千円 

 役員報酬 121,440   千円 

 給与手当 427,943   千円 

 賞与引当金繰入額 36,662   千円 

 退職給付費用 6,985   千円 

 役員退職慰労引当金

繰入額 
14,630   千円 

 減価償却費 27,471   千円 

 賃借料 107,158   千円 

 販売手数料 57,255   千円 

  

※３. 販売費に属する費用のおおよその割合は15.7%、 

    一般管理費に属する費用のおおよその割合は84.3%で 

  あります。  

  主要な費用及び金額は次のとおりであります。  

消耗品費     2,264千円 

広告宣伝費     －千円 

その他     2,771千円 

合計     5,035千円 

 荷造運搬費 136,698   千円 

 役員報酬 121,607   千円 

 給与手当 417,014   千円 

 賞与引当金繰入額 35,605   千円 

 退職給付費用 6,911   千円 

 役員退職慰労引当金

繰入額 
14,741   千円 

 減価償却費 32,515   千円 

 賃借料 105,287   千円 

 販売手数料 47,099   千円 



前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加8千株は、会社法第165条第２項の規定に基づく市場買付に 

      よる増加であります。 

  

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    (注)１.普通株式の自己株式の株式数の増加24千株は、会社法第165条第２項の規定に基づく市場買付に 

      よる増加であります。 

      ２.普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式  291  8  －  299

合計  291  8  －  299

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式     299     24     0     323 

合計     299     24     0     323 



 前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権 

移転外ファイナンス・リース取引  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品  19,797  13,622  6,175

ソフトウェア  14,307  8,009  6,298

合計  34,104  21,631  12,473

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品     13,222     10,331     2,890 

ソフトウェア     13,057     10,065     2,992 

合計     26,279     20,397     5,882 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,668千円 

１年超 6,046千円 

合計 12,715千円 

１年内     6,037千円 

１年超     －千円 

合計     6,037千円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 9,203千円 

減価償却費相当額 8,884千円 

支払利息相当額 292千円 

支払リース料     6,833千円 

減価償却費相当額     6,590千円 

支払利息相当額     155千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について) 

    リース資産に配分された減損損失はありません。 

(減損損失について) 

同左 

（有価証券関係）



（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 千円

賞与引当金否認 15,199

未払事業税否認 10,478

役員退職慰労引当金否認 92,605

商品評価減否認 35,385

会員権評価減否認 5,493

その他有価証券評価差額金 19,799

投資有価証券評価減否認 25,600

減価償却限度超過額 3,848

その他 5,458

繰延税金資産小計 213,869

評価性引当額 △20,617

繰延税金資産合計 193,252

繰延税金資産 千円

賞与引当金否認     14,921

未払事業税否認     3,236

役員退職慰労引当金否認     98,584

たな卸資産評価減否認     6,257

会員権評価減否認     5,493

その他有価証券評価差額金     19,145

投資有価証券評価損否認     25,825

減価償却限度超過額     6,130

  関係会社株式評価損否認     126,870

その他     4,489

繰延税金資産小計     310,955

評価性引当額   △155,016

繰延税金資産合計     155,938

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 45,859

繰延税金負債合計 45,859

繰延税金資産の純額 147,392

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金     25,646

繰延税金負債合計     25,646

繰延税金資産の純額     130,291

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因の主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因の主な項目別内訳 

  ％

法定実効税率 40.6

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.1

留保金課税等 2.0

住民税均等割額 1.6

投資有価証券評価減等税効果未認識額 1.2

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5

  

税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。  



 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 760円48銭

１株当たり当期純利益 59円51銭

１株当たり純資産額 702円35銭

１株当たり当期純損失 42円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益又は当期純損失(△)（千円）  295,432   △209,011 

普通株主に帰属しない金額（千円）  － － 

普通株式に係る当期純利益（千円）  295,432 △209,011 

期中平均株式数（千株）  4,964 4,949 

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  該当事項はありません。    該当事項はありません。 



(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動  

    該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

  該当事項はありません。 

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

６．その他
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